予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費

	事業名: 企業、行政、ＮＰＯ交流事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　ＮＰＯ・宗教法人係

　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2387）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,243千円（前年度予算額：6,312千円）

	要求内容


	１　要求の内容


企業、行政、ＮＰＯ交流事業は、「新しい公共」の担い手の中心である、企業、行政、ＮＰＯ等のステークホルダー（多様な利害関係者）が参集し、目指すべき未来像を共有するとともに、その実現に向けた協働のためのしくみづくりを行うことを目的とする。
このため、出会いの場を創設し、「顔の見えるおつきあい」からステークホルダー相互の信頼を深めることが重要であり、以下のとおり企業、行政、ＮＰＯ等の交流事業を実施する。
（１）交流会開催（４会場×２回）

企業、行政にＮＰＯ等との協働に関するアンケート調査等のうえ、主体的に協働を考えるステークホルダーが集まる交流会を実施し、協働の機会を提供する。
　　　〔１回目〕
　　　　・参加者活動紹介

　　　　・解決したい課題や実現したい社会像を課題として設定

　　　　・ステークホルダー間の利害関係を整理

　　　〔２回目〕
　　　　・目的、成果イメージ、意思決定方法を構築
（２）成功事例紹介

　　　企業・行政×ＮＰＯ等の協働事例紹介を行う。
　○協力依頼団体

　　・県内商業関係団体、工業関係団体等

　　・市町村

　　・ＮＰＯ等

　○地域コーディネーター

ステークホルダー同士の触媒として、H23～H24年度の新しい公共支援基金事業で「地域コーディネーター」として協力のあったＮＰＯ等に呼びかけし、コーディネートを依頼する。

※「新しい公共」

人々の多様なニーズにきめ細かく応えるサービスを、「官」だけではなく、地域住民、企業、ＮＰＯ等が連携して提供することで、活発な経済活動が展開され、その果実が社会や生活に還元されることで、人々の幸福を目指すもの。

	２　所要経費


（1） 開催経費　県内４会場×２回　1,243千円

	決定額の考え方


　新しい公共支援基金の事業スキームとして、平成２５年度に運営委員会による事業評価を行う予定であるため、当該評価を踏まえて予算計上を検討します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	6,312
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,312

	要求額
	1,243
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,243

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	 ■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
ＮＰＯ等の活動を社会に周知し、ＮＰＯ等自身の基盤強化を実施することで、企業・行政の信頼関係を構築する。その結果、事業パートナーとして対等な立場に位置づけられ、協働が促進されることを目標とする。

	（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	協働事業数（延べ）
(1年次)
	0
（H22）
	0
（H21）
	0
（H22）
	4
（H23）
	10
（H25）
	40.0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　具体的なモデルプロジェクト企画が、県内５圏域において１件以上提案されることを目標に以下の事業を実施予定。

　・協働を希望する団体リスト作成

　・５圏域でのワーキング

　・成功事例紹介

　・協働事例集作成


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

社会貢献活動を通じて直接的に社会へ利潤を還元する寄附行為や、社会がそれを受け入れる方策を進めていくことで、企業の本業の社会性を高めるとともに、ＮＰＯ等の活動基盤強化に繋げる効果が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	社会課題が変化･複雑化していく中、特に、地域の課題解決に対応するためには、各ステークホルダーが他のステークホルダーの考え方や社会全体の構造を理解し、社会全体の視野を持って、解決策を考えていくことが必要になっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　H23年度に新しい公共支援事業「ＮＰＯ等と企業、行政との交流会事業」では、関係者が一つの目標に向けて取組むことの重要性が再認識され、具体的な協働の動きがあるなどの事業効果が得られた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　新しい公共支援事業では、委託事業により実施したが、H25年度は、実施方法を見直し、経費の大幅削減を行った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ステークホルダー（多様な利害関係者）間では対等な立場での参加･議論の必要があるが、人材不足かつ財政基盤の脆弱なＮＰＯ等は弱い立場に陥りやすい。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　信頼関係を構築するため、ＮＰＯ等の基盤強化を図るとともに、企業や行政に対し、ＮＰＯ活動に対する理解や事業パートナーとしての可能性を周知するための事業が必要である。








